
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第29号 

答申番号：令和７年度答申第28号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   生活保護法（以下「法」という。）に基づく保護（以下「保護」という。）

を受給している請求人は、現住居に係る年間保証料が毎年支給されていたにも

かかわらず、令和７年２月から令和８年１月までの年間保証料の支給申請（以

下「本件申請」という。）が却下され、生活が成り立たないことから、原処分

（生活保護変更申請却下処分）は違法又は不当であると主張しているものと解

される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

被保護者が居住する借家、借間の契約更新料等については、直近の契約更新

時に支給した契約更新料等が基準額を超えない範囲に限り認定できるところ、

請求人に対しては、直近の契約更新時に既に単身世帯基準額である４万6,000

円を超える契約更新料等を支給していることから、本件申請を却下した処分庁

の判断に違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

２ 賃貸借契約の契約更新時期と異なる時期に火災保険料や保証料が必要と

なった場合で、直近の契約更新時に、契約更新料等を支給した場合については、

その費用を含め、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４

月１日付け社発第246号厚生省社会局長通知）第７の４(1)クに定める額の範囲

内に限り認定して差し支えないとされているところ、現住居の賃貸借契約期間



（令和６年２月から令和８年１月までの２年間）において既に特別基準額を超

える契約更新料等が請求人に支給されていることから、本件申請を却下するこ

ととした処分庁の判断に違法又は不当な点は認められない。 

  また、処分庁は、法令等に従って保護を実施しなければならず、これまで法

令等に定める額を超えた一時扶助費の支給が行われていたとしても、それが誤

りである以上、同様の支給を継続することはできない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年12月３日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月８日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基と

し、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程

度において行うものとされている（法第８条第１項）。 

また、保護の住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのでき

ない者に対して、「住居」及び「補修その他住宅の維持のために必要なもの」

の範囲内において行われるものとされている（法第14条）。 

保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされてお

り、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準等によれば、被保護者が居住する借家、借間の契約更新等に際し、

契約更新料等を必要とする場合には、世帯人員別の限度額のうち世帯人員が１

人の場合の限度額に所定の率を乗じて得た額の範囲内において、特別基準の設

定があったものとして必要な額を認定して差し支えないこととされており、請

求人の居住市について世帯人員が１人の場合の特別基準額は４万6,000円とさ

れている。 

また、更新手数料、火災保険料及び保証料について必要やむを得ない場合に

は、契約更新に必要なものとして認定して差し支えないこととされており、他



方、賃貸借契約の契約更新時期と異なる時期に火災保険料や保証料が必要と

なった場合は、直近の契約更新時に契約更新料等を支給した場合についてはそ

の費用を含め上記４万6,000円の範囲内に限り認定して差し支えないこととさ

れている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、請求人に対し、現住居に係る契約更

新料として令和５年11月に２万1,600円を、火災保険料として同年12月に１万

6,000円を、年間保証料として令和６年１月に１万円を、それぞれ支給してお

り、同年２月から令和８年１月までの賃貸借契約期間における契約更新料等の

支給額の合計が、４万7,600円となっていることが認められる。 

そうすると、処理基準等によれば、現住居に係る一契約期間における契約更

新料等の支給限度額は４万6,000円であるから、本件申請時には既にその限度

額を超える契約更新料等が支給されていることとなる。処分庁は法令等に定め

られた基準額を超える契約更新料等を支給することはできないのであるから、

本件申請を却下した処分庁の判断に不合理な点はない。 

なお、請求人は、現住居に係る年間保証料が毎年支給されていたにもかかわ

らず、本件申請が却下され、生活が成り立たないことから、原処分は違法又は

不当であると主張しているものと解される。この点、請求人が現住居に入居し

てから本件申請を行うまで４回の賃貸借契約の更新が行われているが、いずれ

の賃貸借契約期間においても４万6,000円の限度額を超える契約更新料等の支

給がされており、処分庁による事務処理には誤りがあったというべきである。

しかしながら、現住居に係る契約更新料等は既に限度額を超えて支給済みであ

り、法令等の規定によれば、当該限度額を超えて当該年間保証料を支給するこ

とができない。そのことにより、請求人は令和７年２月から令和８年１月まで

の年間保証料を手持金等によって賄うこととなるが、この点を踏まえても原処

分が違法又は不当ということはできない。したがって、請求人の主張を採用す

ることはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 
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